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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第12期

第２四半期
連結累計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 4,865,187

経常利益 (千円) 2,315,668

親会社株主に帰属する
四半期純利益

(千円) 1,558,391

四半期包括利益 (千円) 1,558,391

純資産額 (千円) 5,954,934

総資産額 (千円) 11,857,198

１株当たり四半期純利益金額 (円) 109.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

(円) 104.10

自己資本比率 (％) 49.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,224,334

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,020,665

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,484,676

現金及び現金同等物の
四半期末残高

(千円) 6,021,016
 

　

回次
第12期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 45.84
 

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第２四半期連結

累計期間及び前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

　　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 
第１四半期連結会計期間において、株式会社レコフ及び株式会社レコフデータの全株式を取得し、同２社を連結

子会社としております。この結果、平成29年３月31日現在で、当社グループは、当社及び子会社２社により構成さ

れております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変

更があった事項は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　事

業の状況　４　事業等のリスク」の項目番号に対応しており、変更があった項目は(17)であり、追加した項目は(18)

であります。

 
 (17) 企業買収等について

当社は、既存のＭ＆Ａ関連サービス事業の拡大、同事業から派生する金融サービス分野への進出を目的に企業買

収等を実施し、事業規模の拡大を図りたいと考えております。対象企業のデューデリジェンスを実施することで極

力リスクを回避するよう努めておりますが、買収後に不測の債務などが発生した場合や経営環境や事業環境の変化

によって当初想定した収益貢献及びシナジー効果が十分に得られなかった場合には、のれんの減損処理を行う必要

性が生じる等、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、被買収会社が内部統制上の問題

を抱え、早期に是正できない場合は当社の信頼性が低下する可能性があります。

 
 (18) インサイダー取引について　

当社は、役職員による株式等の資金運用取引を規制しております。しかしながら、役職員が機密情報を利用して

株式等のインサイダー取引を行った場合は、顧客等からの信用を毀損するリスクがあります。

 
 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結はありません。

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

また、当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累計期間

及び前連結会計年度末との比較分析は行っておりません。

 
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、アメリカの大統領政権交代後の政策、中国をはじめとしたアジ

ア新興国等の経済先行きや政策、及び英国のＥＵ離脱問題等、海外経済における不確実性の高まりや金融資本市場の

変動の影響が懸念される一方で、国内においては、雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかに回復していくことが期

待される状況が続いております。

当社は、多様な国内のＭ＆Ａニーズに柔軟に対応できるＭ＆Ａブティックを目指し、平成28年10月27日付で株式会

社レコフ及び株式会社レコフデータとの間で経営統合を行いました。

　株式会社レコフは、昭和62年に設立された独立系Ｍ＆Ａブティックの中でも草分け的企業であり、これまでに流通

業界をはじめとした業界再編型Ｍ＆Ａや、上場企業グループ同士の経営統合、組織再編、ＡＳＥＡＮ地域を中心とし

たクロスボーダーＭ＆Ａなど幅広いアドバイザリーサービスを提供している同業となります。また、株式会社レコフ

データは、昭和60年以降国内で発生したＭ＆Ａの情報を独自にデータベース化し、Ｍ＆Ａ専門誌「ＭＡＲＲ（マー

ル）」を中心とした自社媒体を通じて、事業会社のＭ＆Ａ担当者、業界関係者からメディア、官公庁、教育機関など

多くのユーザーに提供するサービスを行っております。

当社グループとしては、未上場企業を中心に経営上の課題となっている事業承継、成長戦略、業界再編などの問題

を解決するためのＭ＆Ａを普及させ、様々なニーズに対応する総合型Ｍ＆Ａグループを目指し、また、業界において

も確固たるマーケットシェアを築くべく、引き続き、業容拡大に取組んでまいります。
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特に同業である株式会社レコフとの経営統合の成果を最大化させるために、営業上のシナジーとなるようないくつ

かの施策を打ち出し、それぞれについて着手しております。また、事業年度末に向けては、管理体制を強化していく

ことを目的に、様々な社内管理体制の整備を始めております。

当第２四半期連結累計期間における活動状況としましては、当社においては、前事業年度からの豊富な案件在庫が

寄与し、第２四半期累計期間での過去最高件数となる45件の成約を果たしました。また、株式会社レコフでは、業界

再編型の大型案件を含む10件の成約があり、グループ全体では55件の成約となりました。

成約件数（連結）

分類の名称

前第２四半期
連結累計期間

(自平成27年10月１日
至平成28年３月31日)

当第２四半期
連結累計期間

(自平成28年10月１日
至平成29年３月31日)

前年
同期比

グループ
全体

Ｍ＆Ａ成約件数 （件） ― 55 ―

手数料
金額別

うち１件当たりの手数料
総額が１億円以上の件数

（件） ― 9 ―

うち１件当たりの手数料
総額が１億円未満の件数

（件） ― 46 ―
 

成約件数（単体）

分類の名称

前第２四半期
累計期間

(自平成27年10月１日
至平成28年３月31日)

当第２四半期
累計期間

(自平成28年10月１日
至平成29年３月31日)

前年
同期比

Ｍ＆Ａキャピタル
パートナーズ
株式会社

Ｍ＆Ａ成約件数 （件） 28 45 +17

手数料
金額別

うち１件当たりの手数料
総額が１億円以上の件数

（件） 2 8 +6

うち１件当たりの手数料
総額が１億円未満の件数

（件） 26 37 +11
 

　

分類の名称

前第２四半期
累計期間

(自平成27年10月１日
至平成28年３月31日)

当第２四半期
累計期間

(自平成28年10月１日
至平成29年３月31日)

前年
同期比

株式会社
レコフ

Ｍ＆Ａ成約件数 （件） ― 10 ―

手数料
金額別

うち１件当たりの手数料
総額が１億円以上の件数

（件） ― 1 ―

うち１件当たりの手数料
総額が１億円未満の件数

（件） ― 9 ―
 

また、大型案件も予想を上回るペースで順調に成約した結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は4,865,187千

円、営業利益は2,330,445千円、経常利益は2,315,668千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,558,391千円と

なりました。

なお、当社グループにおける報告セグメントはＭ＆Ａ関連サービス事業のみであり、開示情報としての重要性が乏

しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

 
(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は、9,052,455千円となりました。主な内訳は、現金及び預金

8,521,016千円となっております。

（固定資産）

当第２四半期連結会計期間末における固定資産は、2,804,743千円となりました。主な内訳は、のれん1,837,871

千円、商標権313,500千円及び建物附属設備（純額）287,220千円となっております。

（流動負債）

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は、5,580,755千円となりました。主な内訳は、短期借入金

3,500,000千円、未払金794,081千円及び未払法人税等740,994千円となっております。

（固定負債）

当第２四半期連結会計期間末における固定負債は、321,508千円となりました。主な内訳は、退職給付に係る負

債129,414千円となっております。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、5,954,934千円となりました。主な内訳は、繰越利益剰余金

4,989,826千円となっております。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、6,021,016千円となりま

した。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は2,224,334千円となりました。これは主として、税金等調整前四半期純利益を

2,332,830千円計上したこと、賞与引当金が60,860千円増加したこと及び未払又は未収消費税等が140,993千円増加

したことに対し、前事業年度に確定した法人税等の支払453,066千円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は1,020,665千円となりました。これは主として、定期預金の払戻による収入

2,000,000千円があったことに対し、新たな定期預金の預入による支出2,500,000千円及び子会社株式の取得による

支出478,118千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は1,484,676千円となりました。これは主として、長期借入れによる収入3,500,000

千円、新株予約権の発行による収入39,515千円及びストック・オプションの行使に伴う株式の発行による収入

13,392千円があったことに対し、短期借入金の返済による支出1,862,500千円及び長期借入金の返済による支出

202,166千円があったことによるものであります。

 
(4) 従業員数

当社グループは、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成し、株式会社レコフ及び株式会社レコフ

データの計２社を連結の範囲に含めていることに加え、事業拡大のため積極的に人員採用を行った結果、当第２四半

期連結会計期間末の当社グループの従業員数は117名となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 47,760,000

計 47,760,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年５月12日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 14,368,000 14,368,000
東京証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社の標準となる株
式であります。
また、単元株式数は100株でありま
す。

計 14,368,000 14,368,000 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、平成29年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年１月１日～
平成29年３月31日

― 14,368,000 ― 462,321 ― 452,071
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中村　悟 東京都渋谷区 7,026,200 48.90

十亀　洋三 東京都港区 1,077,400 7.50

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 551,200 3.84

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 526,700 3.67

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY
（常任代理人　香港上海銀行
東京支店 カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET，BOSTON MA USA 02111
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

478,265 3.33

土屋　淳 東京都板橋区 372,000 2.59

MSCO CUSTOMER SECURITIES
（常任代理人　モルガン・スタ
ンレーＭＵＦＧ証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK
10036,U.S.A
（東京都千代田区大手町一丁目９番７号　大
手町フィナンシャルシティ　サウスタワー）

301,528 2.10

CHASE MANHATTAN BANK GTS
CLIENTS ACCOUNT ESCROW
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行 決済営業部）

5TH FLOOR， TRINITY TOWER 9， THOMAS
MORE STREET LONDON， E1W 1YT， UNITED
KINGDOM
（東京都港区港南二丁目15番１号　品川イン
ターシティＡ棟）

220,270 1.53

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号　晴海アイ
ランドトリトンスクエア　オフィスタワーZ

191,400 1.33

BBH FOR GRANDEUR PEAK
INTERBATIONAL OPPORTUNITIES
FUND（常任代理人　株式会社三
菱東京ＵＦＪ銀行）

1290 BROADWAY STE 1100 DENVER COLORADO
80203560375
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

161,300 1.12

計 ― 10,906,263 75.91
 

（注）上記の株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　 535,100株　

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　 519,100株

　　資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）　　　　　　 191,400株

　　　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　100

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,365,200
143,652

完全議決権株式であり、権利内容
に何ら限定のない当社の標準とな
る株式であります。
また、１単元の株式数は、100株
であります。

単元未満株式
普通株式

2,700
― ―

発行済株式総数 14,368,000 ― ―

総株主の議決権 ― 143,652 ―
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② 【自己株式等】

  平成29年３月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
Ｍ＆Ａキャピタルパート
ナーズ株式会社

東京都千代田区丸の内
一丁目９番１号

100 ― 100 0.0

計 ― 100 ― 100 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報を記載しておりませ

ん。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年１月１日から平成

29年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年10月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

          (単位：千円)

          
当第２四半期連結会計期間

(平成29年３月31日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 8,521,016

  売掛金 338,730

  繰延税金資産 65,355

  その他 127,351

  流動資産合計 9,052,455

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物附属設備（純額） 287,220

   その他 45,706

   有形固定資産合計 332,927

  無形固定資産  

   商標権 313,500

   のれん 1,837,871

   その他 74,645

   無形固定資産合計 2,226,016

  投資その他の資産  

   敷金及び保証金 217,225

   その他 28,573

   投資その他の資産合計 245,799

  固定資産合計 2,804,743

 資産合計 11,857,198

負債の部  

 流動負債  

  前受金 179,830

  賞与引当金 95,845

  未払金 794,081

  未払法人税等 740,994

  短期借入金 3,500,000

  その他 270,003

  流動負債合計 5,580,755

 固定負債  

  退職給付に係る負債 129,414

  その他 192,093

  固定負債合計 321,508

 負債合計 5,902,264
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          (単位：千円)

          
当第２四半期連結会計期間

(平成29年３月31日)

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 462,321

  資本剰余金 452,071

  利益剰余金 4,989,826

  自己株式 △353

  株主資本合計 5,903,866

 新株予約権 51,068

 純資産合計 5,954,934

負債純資産合計 11,857,198
 

EDINET提出書類

Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ株式会社(E30022)

四半期報告書

12/22



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 4,865,187

売上原価 1,446,518

売上総利益 3,418,669

販売費及び一般管理費 ※1  1,088,223

営業利益 2,330,445

営業外収益  

 受取利息 40

 雑収入 1,349

 営業外収益合計 1,390

営業外費用  

 支払利息 10,556

 雑損失 5,611

 営業外費用合計 16,167

経常利益 2,315,668

特別利益  

 負ののれん発生益 17,162

 特別利益合計 17,162

税金等調整前四半期純利益 2,332,830

法人税、住民税及び事業税 701,269

法人税等調整額 73,169

法人税等合計 774,439

四半期純利益 1,558,391

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,558,391
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

四半期純利益 1,558,391

四半期包括利益 1,558,391

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,558,391
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前四半期純利益 2,332,830

 減価償却費 54,421

 のれん償却額 96,730

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △618

 負ののれん発生益 △17,162

 その他の償却額 71,500

 固定資産除却損 5,475

 受取利息 △40

 支払利息 10,556

 売上債権の増減額（△は増加） △120,841

 たな卸資産の増減額（△は増加） 101

 未払金の増減額（△は減少） 66,513

 賞与引当金の増減額（△は減少） 60,860

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △25,545

 前受金の増減額（△は減少） △28,274

 未払又は未収消費税等の増減額 140,993

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 592

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 33,181

 その他の固定負債の増減額（△は減少） 857

 その他 6,700

 小計 2,688,830

 利息の受取額 40

 利息の支払額 △11,469

 法人税等の支払額 △453,066

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,224,334

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △12,756

 無形固定資産の取得による支出 △4,680

 資産除去債務の履行による支出 △19,700

 定期預金の預入による支出 △2,500,000

 定期預金の払戻による収入 2,000,000

 子会社株式の取得による支出 △478,118

 敷金及び保証金の差入による支出 △74,102

 敷金及び保証金の回収による収入 68,691

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,020,665
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          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
　至 平成29年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入金の返済による支出 △1,862,500

 長期借入れによる収入 3,500,000

 長期借入金の返済による支出 △202,166

 株式の発行による収入 13,392

 自己株式の取得による支出 △98

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △3,465

 新株予約権の発行による収入 39,515

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,484,676

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,688,346

現金及び現金同等物の期首残高 3,332,670

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  6,021,016
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間より、株式会社レコフ及び株式会社レコフデータの全株式を取得したため、同２社を連結

の範囲に含めております。

 
（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半期

連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項は次のとおりであります。

 

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数は２社であり、全ての子会社を連結しております。

連結子会社の名称

株式会社レコフ

株式会社レコフデータ

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である株式会社レコフ及び株式会社レコフデータの決算日は３月31日であります。

四半期連結財務諸表の作成にあたって、四半期連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用してお

ります。

 

３．会計方針に関する事項

(1)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　　８～22年

工具、器具及び備品　３～20年

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産（のれん及びリース資産を除く）

定額法によっております。

商標権　10年

自社利用のソフトウエア　５年（社内における見込利用可能期間）

その他　１年

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 
(2) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　賞与引当金
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従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

 
(3) 退職給付に係る会計処理の方法

　 小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
(4) のれんの償却方法及び償却期間

　 のれんについては、10年間の定額法によって償却を行っております。

 
(5)　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
(6)　その他四半期連結財務諸表作成のための重要事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 
（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日

　　至　平成29年３月31日)

広告宣伝費 84,397千円

役員報酬 161,157〃

給料手当 79,709〃

賞与 15,983〃

賞与引当金繰入額 13,008〃

採用費 20,160〃

地代家賃 155,717〃

支払手数料 57,645〃

減価償却費 54,421〃

支払報酬 96,002〃
 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日

　　至　平成29年３月31日)

現金及び預金 8,521,016千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,500,000〃

現金及び現金同等物 6,021,016千円
 

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年10月１日 至 平成29年３月31日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社の事業は、Ｍ＆Ａ関連サービス事業及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年10月１日
至 平成29年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 109円02銭

    (算定上の基礎)  

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,558,391

   普通株主に帰属しない金額(千円) ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

1,558,391

   普通株式の期中平均株式数(株) 14,294,686

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 104円10銭

    (算定上の基礎)
 

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ―

    普通株式増加数(株) 675,421

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

―

 

 

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年５月12日

Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
 

 
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   三   浦         太   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   三　ッ　木   最  文   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＭ＆Ａキャピタ

ルパートナーズ株式会社の平成28年10月１日から平成29年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

29年１月１日から平成29年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年10月１日から平成29年３月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正または誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ株式会社及び連結子会社の平成29

年３月31日現在の財政状態ならびに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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